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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第６部門第２区分
【発行日】平成27年7月30日(2015.7.30)

【公開番号】特開2014-6357(P2014-6357A)
【公開日】平成26年1月16日(2014.1.16)
【年通号数】公開・登録公報2014-002
【出願番号】特願2012-141290(P2012-141290)
【国際特許分類】
   Ｇ０９Ｇ   5/00     (2006.01)
   Ｇ０３Ｂ  21/00     (2006.01)
   Ｇ０９Ｇ   5/14     (2006.01)
   Ｈ０４Ｎ   5/74     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｇ０９Ｇ    5/00     ５１０Ｂ
   Ｇ０３Ｂ   21/00     　　　Ｄ
   Ｇ０９Ｇ    5/00     ５３０Ｈ
   Ｇ０９Ｇ    5/00     ５５０Ｃ
   Ｇ０９Ｇ    5/00     ５５０Ｄ
   Ｇ０９Ｇ    5/00     ５１０Ｖ
   Ｇ０９Ｇ    5/14     　　　Ａ
   Ｈ０４Ｎ    5/74     　　　Ｚ

【手続補正書】
【提出日】平成27年6月15日(2015.6.15)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】請求項９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【請求項９】
　第１と第２のプロジェクターを備え、前記第１と第２のプロジェクターが協働して共通
の投射面に投射画像を形成する画像表示システムであって、
　前記第１のプロジェクターは、
　　前記第２のプロジェクターが投射する投射画像に組み合わされる投射画像を前記投射
面に投射表示する第１の投射部と、
　前記第１の投射部を制御するとともに、前記第２のプロジェクターの投射を制御する制
御信号を、前記第２のプロジェクターに送信する主制御部と、
　を備え、
　前記第２のプロジェクターは、
　　画像信号に基づく画像を前記投射面に投射する第２の投射部と、
　　前記第１のプロジェクターから前記制御信号を受信するとともに、前記制御信号に基
づいて、前記第２の投射部を制御する、従制御部と、
　を備える、画像表示システム。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１７】
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（９）本発明の他の形態によれば、第１と第２のプロジェクターを備え、前記第１と第２
のプロジェクターが協働して共通の投射面に投射画像を形成する画像表示システムが提供
される。この画像表示システムは、前記第１のプロジェクターが；前記第２のプロジェク
ターが投射する投射画像に組み合わされる投射画像を前記投射面に投射表示する第１の投
射部と；前記第１の投射部を制御するとともに、前記第２のプロジェクターの投射を制御
する制御信号を、前記第２のプロジェクターに送信する主制御部と；を備え；前記第２の
プロジェクターは；画像信号に基づく画像を前記投射面に投射する第２の投射部と；前記
第１のプロジェクターから前記制御信号を受信するとともに、前記制御信号に基づいて、
前記第２の投射部を制御する、従制御部と；を備える。この形態の画像表示システムによ
れば、第１と第２のプロジェクターを制御信号によって互いに連携させることができるた
め、システムの制御性を向上させることができる。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２６】
A．第１実施形態：
　図１（Ａ）は、本発明の第１実施形態としての画像表示システム１０の構成を示す概略
図である。図１（Ｂ）は、画像表示システム１０によって投射スクリーンＳＣ上に投射画
像が生成された状態を示す模式図である。なお、図１（Ａ），（Ｂ）では、第１と第２の
プロジェクター１００ａ，１００ｂの投射領域ＰＡａ，ＰＡｂをそれぞれ一点鎖線と破線
とで図示してある。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００６６】
　この段階では、両者の投射画像の座標系は一致しておらず、投射スクリーンＳＣには、
測定パターンＭＰｂのドットマークと、測定パターンＭＰａのクロスマークの交点とがず
れた位置に表示されている。以下の補正処理では、測定パターンＭＰｂのドットマークの
位置と、測定パターンＭＰａのクロスマークの交点の位置とが一致するように補正される
。なお、この段階では、第２のプロジェクター１００ｂの投射画像の歪みは補正されてい
ることが好ましい。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００７０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００７０】
　ステップＳ１４０では、主制御部１３１は、測定パターンＭＰａの画像データに基づい
て、測定パターンＭＰａの各測定ポイントＤＰａのパネル座標（ｘa，ｙa）を取得する。
測定パターンＭＰａの画像データは、第１のプロジェクター１００ａの記憶部１５０ａに
予め格納されており、測定パターンＭＰａの各測定ポイントＤＰａのパネル座標（ｘa，
ｙa）は予め準備しておくことも可能である。そして、主制御部１３１は、そのパネル座
標（ｘa，ｙa）と、ステップＳ１３０において取得した、撮影画像ＣＩにおける各測定ポ
イントＤＰａの撮像座標（Ｘa，Ｙa）とに基づいて、パネル座標系と撮像座標系との射影
変換として得られる座標変換φを導出する。
【手続補正６】
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【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００８６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００８６】
D．変形例：
D1．変形例１：
　上記実施形態の画像表示システムでは、第１のプロジェクター１００ａが主制御部１３
１としての機能を備え、他のプロジェクターが従制御部１３５としての機能を備えていた
。しかし、画像表示システムでは、全てのプロジェクターが、主制御部１３１と従制御部
１３５の機能を備えているものとしても良い。この場合には、各プロジェクターは、シス
テム構成に応じて、適宜、主制御部１３１としての機能と従制御部１３５としての機能を
切り替えて発揮させるものとしても良い。より具体的には、各プロジェクターは、信号線
１１として接続されるＵＳＢの方向に応じて、主制御部１３１としての機能を発揮するか
、従制御部１３５としての機能を発揮するかを切り替えるものとしても良い。
D2．変形例２：
　上記第１実施形態の画像表示システム１０では、第１のプロジェクター１００ａがスタ
ック補正のための処理を実行している間、第２のプロジェクター１００ｂは測定パターン
ＭＰｂの投射表示を継続していた。しかし、第２のプロジェクター１００ｂは、第１のプ
ロジェクター１００ａのスタック補正が終了する前に、測定パターンＭＰｂの投射を終了
しても良い。ただし、上記実施形態であれば、第２のプロジェクター１００ｂが、その投
射画像の切り替え処理や、投射処理の停止処理を実行しなくても、測定パターンＭＰｂの
投射を継続しているだけで、第１のプロジェクター１００ａによってスタック補正が完了
される。従って、スタック補正をより簡易に実行することができる。
【手続補正７】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図２
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【図２】
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